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Ⅵ-1 説明書 

Ⅵ-1-1 各発電用原子炉施設に共通の説明書 

Ⅵ-1-1-5 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書 

Ⅵ-1-1-5-8 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書（その他発電用原子炉の附属施

設） 

Ⅵ-1-1-5-8-2 設備別記載事項の設定根拠に関する説明書（その他発電用原子炉の附属

施設（火災防護設備）） 

 

Ⅵ-6 図面 

9.3 火災防護設備 

9.3.2 消火設備 

9.3.2.1 水消火設備 

9.3.2.1.1 ２号炉廻り 

・第9-3-2-1-1-1-1図 消火設備に係る機器の配置を明示した図面（水消火設備

（２号炉廻り）） 

・第9-3-2-1-1-2-1図 消火設備に係る主配管の配置を明示した図面（水消火設

備（２号炉廻り））（その１） 

・第9-3-2-1-1-2-2図 消火設備に係る主配管の配置を明示した図面（水消火設

備（２号炉廻り））（その２） 

・第9-3-2-1-1-2-3図 消火設備に係る主配管の配置を明示した図面（水消火設

備（２号炉廻り））（その３） 

・第9-3-2-1-1-2-4図 消火設備に係る主配管の配置を明示した図面（水消火設

備（２号炉廻り））（その４） 

・第9-3-2-1-1-2-5図 消火設備に係る主配管の配置を明示した図面（水消火設

備（２号炉廻り））（その５） 

・第9-3-2-1-1-2-6図 消火設備に係る主配管の配置を明示した図面（水消火設

備（２号炉廻り））（その６） 

・第9-3-2-1-1-2-7図 消火設備に係る主配管の配置を明示した図面（水消火設

備（２号炉廻り））（その７） 

・第9-3-2-1-1-2-8図 消火設備に係る主配管の配置を明示した図面（水消火設

備（２号炉廻り））（その８） 

・第9-3-2-1-1-2-9図 消火設備に係る主配管の配置を明示した図面（水消火設

備（２号炉廻り））（その９） 

・第9-3-2-1-1-3-1図 消火設備系統図（水消火設備（２号炉廻り））（その

１） 

・第9-3-2-1-1-3-2図 消火設備系統図（水消火設備（２号炉廻り））（その

２） 



 

・第9-3-2-1-1-3-3図 消火設備系統図（水消火設備（２号炉廻り））（その

３） 

・第9-3-2-1-1-3-4図 消火設備系統図（水消火設備（２号炉廻り））（その

４） 

・第9-3-2-1-1-3-5図 消火設備系統図（水消火設備（２号炉廻り））（その

５） 

・第9-3-2-1-1-4-1図 補助消火ポンプ構造図 

・第9-3-2-1-1-4-2図 補助消火水槽構造図 
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2. 火災防護設備 

2.1 消火設備 

2.1.1 消火系 

2.1.1.1 水消火設備 

2.1.1.1.1 ２号炉廻り 

名 称 補助消火ポンプ 

容 量 m3/h/個 

個々 

66 以上（72） 

揚 程 m 77.2 以上（80） 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.15 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66 

原 動 機 出 力 kW/個 30 

個 数 － 2 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

その他発電用原子炉の附属施設のうち火災防護設備として使用する補助消火ポンプは，以下

の機能を有する。 

 

補助消火ポンプは，火災により発電用原子炉施設の安全性が損なわれないよう，火災の影響

を限定し，早期の消火を行うために設置する。 

系統構成は，補助消火水槽を水源として消火用水系統へ消火用水を供給する設計とする。 

 

1. 容量の設定根拠 

補助消火ポンプの容量は，屋外消火栓及び屋内消火栓をそれぞれ使用する単一火災が，同時

に発生した場合を想定した設計とする。 

なお，上記条件で必要なポンプの容量は，消防法施行規則第12条＊1，第22条＊2で定める容量

を合算した66m3/h＊3以上を満足する容量とする。 

公称値については，余裕を見込み72m3/h/個とする。 

 

注記＊1：屋内消火栓の設置個数が2個以上の場合，2個を同時使用することが可能な容量。 

放水量が150ℓ/min/個以上×2＝300ℓ/min＝18m3/h を満足させること。 

＊2：屋外消火栓の設置個数が2個以上の場合，2個を同時使用することが可能な容量。 

放水量が400ℓ/min/個以上×2＝800ℓ/min＝48m3/h を満足させること。 

＊3：合計必要容量 66m3/h（18m3/h+48m3/h） 
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【設 定 根 拠】（続き） 

2. 揚程の設定根拠 

補助消火ポンプの揚程は，屋外消火栓，屋内消火栓のうち，最も揚程を必要とする，屋内

消火栓に供給するために必要な静水頭，配管等の圧力損失を基に設定する。 

静水頭      ：43.5m（ポンプ吸い込み～消火栓ホース接続口の落差） 

吐出水頭     ：17.0m（ノズル放水圧力） 

損失水頭     ：16.7m（配管圧力損失） 

合計       ：77.2m 

 

以上より，補助消火ポンプの揚程は，77.2m 以上とする。 

公称値については，余裕を見込み 80m とする。 

 

3. 最高使用圧力の設定根拠 

補助消火ポンプの最高使用圧力は，ポンプ締め切り運転時の揚程95mに補助消火水槽の静水

頭 11m を加えた 106m（1.04MPa）を上回る 1.15MPa とする。 

 

4. 最高使用温度の設定根拠 

補助消火ポンプの最高使用温度は，屋内の最高温度 40℃を考慮し，余裕を見込み 66℃とす

る。 
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【設 定 根 拠】（続き） 

5. 原動機出力の設定根拠 

補助消火ポンプの原動機出力は，定格流量 72m3/h 時点の軸動力を基に設定する。 

 

Ｐｗ＝10-3・ρ・g・Ｑ・Ｈ 

η＝
Ｐｗ

Ｐ
 ・100 

（引用文献：日本産業規格 ＪＩＳ Ｂ ０１３１（2002）「ターボポンプ用語」） 

Ｐ＝―――――――――――― 

 

Ｐ ：必要軸動力（kW） 

Ｐｗ ：水動力（kW） 

ρ ：流体の密度（㎏/m3） ＝1000 

g ：重力加速度（m/s2） ＝9.80665 

Ｑ ：ポンプ容量（m3/s） ＝72／3600 

Ｈ ：ポンプ揚程（m）   ＝80 

η ：ポンプ効率（％）  ＝63 

 

Ｐ＝
10-3×1000×9.80665×(

72

3600
)×80

63 ／100
＝25.0kW 

 

上記から，補助消火ポンプの原動機出力は，必要軸動力 25.0kW を上回る 30kW/個とする。 

 

6. 個数の設定根拠 

補助消火ポンプ（原動機含む）は，発電所内で発生した火災を早期に消火するために必要

な個数であり，多重性を確保するため 2個設置する。 

 

10-3・ρ・g・Ｑ・Ｈ 

η／100 
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名 称 補助消火水槽 

容 量 m3/個 132 以上（200） 

個 数 － 2 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

その他発電用原子炉の附属施設のうち火災防護設備として使用する補助消火水槽は，以下

の機能を有する。 

 

補助消火水槽は，火災により発電用原子炉施設の安全性が損なわれないよう，火災の影響

を限定し，早期の消火を行うため，補助消火ポンプの水源として設置する。 

 

1. 容量の設定根拠 

補助消火水槽の容量は，屋内及び屋外消火栓を2個同時に2時間放水する場合を想定した設

計とする。 

なお，上記条件で必要な補助消火水槽の容量は，消防法施行令 11 条＊1，19 条＊2，さらに

「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」＊3 で定める容量を合算し

た 132m3以上を満足する容量とする。 

公称値については，要求される容量を上回る 200m3/個とする。 

 

注記＊1：屋内消火栓設備必要水源量（消防法施行令 11条 3項一号） 

屋内消火栓必要水量＝150ℓ/min×2（個の消火栓）＝300ℓ/min＝18000ℓ/h＝18m3/h 

＊2：屋外消火栓設備必要水源量（消防法施行令 19条 3 項二号） 

屋外消火栓必要水量＝400ℓ/min×2（個の消火栓）＝800ℓ/min＝48000ℓ/h＝48m3/h 

＊3：実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準 

連続放水能力 2時間以上（132m3） 

内訳 屋内消火栓設備 18m3/h×2h＝36m3 

屋外消火栓設備 48m3/h×2h＝96m3 

36m3＋96m3＝132m3 

 

2. 個数の設定根拠 

補助消火水槽は，多重性を確保できるよう 2個設置する。 
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名 称 

補助消火水槽 

～ 

補助消火ポンプ 

最 高 使 用 圧 力 MPa 静水頭 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66 

外 径 mm 165.2／139.8 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

本配管は，補助消火水槽と補助消火ポンプを接続する配管であり，発電所内で発生した火

災を早期に消火するために設置する。 

本配管の最高使用圧力の設定根拠をＰ１，最高使用温度の設定根拠をＴ１，外径の設定根

拠をＤ１，Ｄ２として以下に示す。 

水消火設備（２号炉廻り）主配管の設計仕様を表 2.1.1.1.1-1 水消火設備（２号炉廻り）

主配管の設計仕様表に示す。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

Ｐ１：静水頭 

本配管の最高使用圧力は，大気開放型の補助消火水槽に接続する配管であるため，静水頭

とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

Ｔ１：66℃ 

本配管の最高使用温度は，補助消火ポンプの最高使用温度と同じ 66℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

（1） 配管 

Ｄ１：165.2mm 

Ｄ２：139.8mm 

本配管の外径は，消防法施行令第11条及び第19条で求めている条件で消火設備を同時使

用した場合を想定し，個々の水系消火設備で消費する圧力損失に対し，ポンプの揚程が許

容できる外径を選定し，165.2mm，139.8mmとする。 
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名 称 

補助消火ポンプ 

～ 

原子炉建物内第１分岐点 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.20 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66 

外 径 mm 139.8／165.2 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

本配管は，補助消火ポンプと原子炉建物内第１分岐点を接続する配管であり，発電所内で

発生した火災を早期に消火するために設置する。 

本配管の最高使用圧力の設定根拠をＰ２，最高使用温度の設定根拠をＴ１，外径の設定根

拠をＤ１，Ｄ２として以下に示す。 

水消火設備（２号炉廻り）主配管の設計仕様を表 2.1.1.1.1-1 水消火設備（２号炉廻り）

主配管の設計仕様表に示す。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

Ｐ２：1.20MPa 

本配管の最高使用圧力は，補助消火ポンプの最高使用圧力を上回る 1.20MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

Ｔ１：66℃ 

本配管の最高使用温度は，補助消火ポンプの最高使用温度と同じ 66℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

（1） 配管 

Ｄ１：165.2mm 

Ｄ２：139.8mm 

本配管の外径は，消防法施行令第11条及び第19条で求めている条件で消火設備を同時使

用した場合を想定し，個々の水系消火設備で消費する圧力損失に対し，ポンプの揚程が許

容できる外径を選定し，165.2mm，139.8mmとする。 
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名 称 原子炉建物内循環ライン 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.20 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66 

外 径 mm 165.2 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

本配管は，原子炉建物内を循環する配管であり，発電所内で発生した火災を早期に消火す

るために設置する。 

本配管の最高使用圧力の設定根拠をＰ２，最高使用温度の設定根拠をＴ１，外径の設定根

拠をＤ１として以下に示す。 

水消火設備（２号炉廻り）主配管の設計仕様を表 2.1.1.1.1-1 水消火設備（２号炉廻り）

主配管の設計仕様表に示す。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

Ｐ２：1.20MPa 

本配管の最高使用圧力は，補助消火ポンプの最高使用圧力を上回る 1.20MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

Ｔ１：66℃ 

本配管の最高使用温度は，補助消火ポンプの最高使用温度と同じ 66℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

（1） 配管 

Ｄ１：165.2mm 

本配管の外径は，消防法施行令第11条及び第19条で求めている条件で消火設備を同時使

用した場合を想定し，個々の水系消火設備で消費する圧力損失に対し，ポンプの揚程が許

容できる外径を選定し，165.2mmとする。 
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名 称 

廃棄物処理建物供給ライン分岐点 

～ 

廃棄物処理建物内第１分岐点 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.20 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66 

外 径 mm 165.2 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

本配管は，廃棄物処理建物供給ライン分岐点と廃棄物処理建物内第１分岐点を接続する配

管であり，発電所内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

本配管の最高使用圧力の設定根拠をＰ２，最高使用温度の設定根拠をＴ１，外径の設定根

拠をＤ１として以下に示す。 

水消火設備（２号炉廻り）主配管の設計仕様を表 2.1.1.1.1-1 水消火設備（２号炉廻り）

主配管の設計仕様表に示す。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

Ｐ２：1.20MPa 

本配管の最高使用圧力は，補助消火ポンプの最高使用圧力を上回る 1.20MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

Ｔ１：66℃ 

本配管の最高使用温度は，補助消火ポンプの最高使用温度と同じ 66℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

（1） 配管 

Ｄ１：165.2mm 

本配管の外径は，消防法施行令第11条及び第19条で求めている条件で消火設備を同時使

用した場合を想定し，個々の水系消火設備で消費する圧力損失に対し，ポンプの揚程が許

容できる外径を選定し，165.2mmとする。 
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名 称 

廃棄物処理建物内第１分岐点 

～ 

廃棄物処理建物南側エリア供給ライン分岐点 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.20 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66 

外 径 mm 165.2 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

本配管は，廃棄物処理建物内第１分岐点と廃棄物処理建物南側エリア供給ライン分岐点を

接続する配管であり，発電所内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

本配管の最高使用圧力の設定根拠をＰ２，最高使用温度の設定根拠をＴ１，外径の設定根

拠をＤ１として以下に示す。 

水消火設備（２号炉廻り）主配管の設計仕様を表 2.1.1.1.1-1 水消火設備（２号炉廻り）

主配管の設計仕様表に示す。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

Ｐ２：1.20MPa 

本配管の最高使用圧力は，補助消火ポンプの最高使用圧力を上回る 1.20MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

Ｔ１：66℃ 

本配管の最高使用温度は，補助消火ポンプの最高使用温度と同じ 66℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

（1） 配管 

Ｄ１：165.2mm 

本配管の外径は，消防法施行令第11条及び第19条で求めている条件で消火設備を同時使

用した場合を想定し，個々の水系消火設備で消費する圧力損失に対し，ポンプの揚程が許

容できる外径を選定し，165.2mmとする。 
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名 称 

タービン建物供給ライン分岐点 

～ 

タービン建物内第１分岐点 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.20 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66 

外 径 mm 165.2 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

本配管は，タービン建物供給ライン分岐点とタービン建物内第１分岐点を接続する配管で

あり，発電所内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

本配管の最高使用圧力の設定根拠をＰ２，最高使用温度の設定根拠をＴ１，外径の設定根

拠をＤ１として以下に示す。 

水消火設備（２号炉廻り）主配管の設計仕様を表 2.1.1.1.1-1 水消火設備（２号炉廻り）

主配管の設計仕様表に示す。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

Ｐ２：1.20MPa 

本配管の最高使用圧力は，補助消火ポンプの最高使用圧力を上回る 1.20MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

Ｔ１：66℃ 

本配管の最高使用温度は，補助消火ポンプの最高使用温度と同じ 66℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

（1） 配管 

Ｄ１：165.2mm 

本配管の外径は，消防法施行令第11条及び第19条で求めている条件で消火設備を同時使

用した場合を想定し，個々の水系消火設備で消費する圧力損失に対し，ポンプの揚程が許

容できる外径を選定し，165.2mmとする。 
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名 称 

タービン建物内第１分岐点 

～ 

タービン建物北東側エリア供給ライン分岐点 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.20 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66 

外 径 mm 165.2／89.1 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

本配管は，タービン建物内第１分岐点とタービン建物北東側エリア供給ライン分岐点を接

続する配管であり，発電所内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

本配管の最高使用圧力の設定根拠をＰ２，最高使用温度の設定根拠をＴ１，外径の設定根

拠をＤ１，Ｄ３として以下に示す。 

水消火設備（２号炉廻り）主配管の設計仕様を表 2.1.1.1.1-1 水消火設備（２号炉廻り）

主配管の設計仕様表に示す。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

Ｐ２：1.20MPa 

本配管の最高使用圧力は，補助消火ポンプの最高使用圧力を上回る 1.20MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

Ｔ１：66℃ 

本配管の最高使用温度は，補助消火ポンプの最高使用温度と同じ 66℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

（1） 配管 

Ｄ１：165.2mm 

Ｄ３：89.1mm 

本配管の外径は，消防法施行令第11条及び第19条で求めている条件で消火設備を同時使

用した場合を想定し，個々の水系消火設備で消費する圧力損失に対し，ポンプの揚程が許

容できる外径を選定し，165.2mm，89.1mmとする。 
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名 称 

制御室建物供給ライン分岐点 

～ 

制御室建物内第１弁 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.20 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66 

外 径 mm 89.1 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

本配管は，制御室建物供給ライン分岐点と制御室建物内第１弁を接続する配管であり，発

電所内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

本配管の最高使用圧力の設定根拠をＰ２，最高使用温度の設定根拠をＴ１，外径の設定根

拠をＤ３として以下に示す。 

水消火設備（２号炉廻り）主配管の設計仕様を表 2.1.1.1.1-1 水消火設備（２号炉廻り）

主配管の設計仕様表に示す。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

Ｐ２：1.20MPa 

本配管の最高使用圧力は，補助消火ポンプの最高使用圧力を上回る 1.20MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

Ｔ１：66℃ 

本配管の最高使用温度は，補助消火ポンプの最高使用温度と同じ 66℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

（1） 配管 

Ｄ３：89.1mm 

本配管の外径は，消防法施行令第11条及び第19条で求めている条件で消火設備を同時使

用した場合を想定し，個々の水系消火設備で消費する圧力損失に対し，ポンプの揚程が許

容できる外径を選定し，89.1mmとする。 
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名 称 

ディーゼル発電機燃料貯蔵タンクエリア及びタービン建

物屋内消火栓供給ライン分岐点 

～ 

ディーゼル発電機燃料貯蔵タンクエリア供給ライン分岐

点 

最 高 使 用 圧 力 MPa 1.20 

最 高 使 用 温 度 ℃ 66 

外 径 mm 89.1 

【設 定 根 拠】 

（概 要） 

本配管は，ディーゼル発電機燃料貯蔵タンクエリア及びタービン建物屋内消火栓供給ライ

ン分岐点とディーゼル発電機燃料貯蔵タンクエリア供給ライン分岐点を接続する配管であ

り，発電所内で発生した火災を早期に消火するために設置する。 

本配管の最高使用圧力の設定根拠をＰ２，最高使用温度の設定根拠をＴ１，外径の設定根

拠をＤ３として以下に示す。 

水消火設備（２号炉廻り）主配管の設計仕様を表 2.1.1.1.1-1 水消火設備（２号炉廻り）

主配管の設計仕様表に示す。 

 

1. 最高使用圧力の設定根拠 

Ｐ２：1.20MPa 

本配管の最高使用圧力は，補助消火ポンプの最高使用圧力を上回る 1.20MPa とする。 

 

2. 最高使用温度の設定根拠 

Ｔ１：66℃ 

本配管の最高使用温度は，補助消火ポンプの最高使用温度と同じ 66℃とする。 

 

3. 外径の設定根拠 

（1） 配管 

 Ｄ３：89.1mm 

本配管の外径は，消防法施行令第11条及び第19条で求めている条件で消火設備を同時使

用した場合を想定し，個々の水系消火設備で消費する圧力損失に対し，ポンプの揚程が許

容できる外径を選定し，89.1mmとする。 
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表 2.1.1.1.1-1 水消火設備（２号炉廻り）主配管の設計仕様表（その 1） 

名        称 

最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

外 径 

（mm） 

設定値 根拠 設定値 根拠 設定値 根拠 

消

 

火

 

系 

補助消火水槽 

～ 

補助消火ポンプ 

静水頭 Ｐ１ 66 Ｔ１ 
165.2 Ｄ１ 

139.8 Ｄ２ 

補助消火ポンプ 

～ 

原子炉建物内第１分岐点 

1.20 Ｐ２ 66 Ｔ１ 
139.8 Ｄ２ 

165.2 Ｄ１ 

原子炉建物内循環ライン 1.20 Ｐ２ 66 Ｔ１ 165.2 Ｄ１ 

廃棄物処理建物供給ライン

分岐点 

～ 

廃棄物処理建物内第１分岐

点 

1.20 Ｐ２ 66 Ｔ１ 165.2 Ｄ１ 

廃棄物処理建物内第１分岐

点 

～ 

廃棄物処理建物南側エリア

供給ライン分岐点 

1.20 Ｐ２ 66 Ｔ１ 165.2 Ｄ１ 

タービン建物供給ライン分

岐点 

～ 

タービン建物内第１分岐点 

1.20 Ｐ２ 66 Ｔ１ 165.2 Ｄ１ 

タービン建物内第１分岐点 

～ 

タービン建物北東側エリア

供給ライン分岐点 

1.20 Ｐ２ 66 Ｔ１ 

165.2 Ｄ１ 

89.1 Ｄ３ 

制御室建物供給ライン分岐

点 

～ 

制御室建物内第１弁 

1.20 Ｐ２ 66 Ｔ１ 89.1 Ｄ３ 
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表 2.1.1.1.1-1 水消火設備（２号炉廻り）主配管の設計仕様表（その 2） 

名        称 

最高使用圧力

（MPa） 

最高使用温度 

（℃） 

外 径 

（mm） 

設定値 根拠 設定値 根拠 設定値 根拠 

消

 

火

 

系 

ディーゼル発電機燃料貯蔵

タンクエリア及びタービン

建物屋内消火栓供給ライン

分岐点 

～ 

ディーゼル発電機燃料貯蔵

タンクエリア供給ライン分

岐点 

1.20 Ｐ２ 66 Ｔ１ 89.1 Ｄ３ 
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第 9-3-2-1-1-2-1～9 図 消火設備に係る主配管の配置を明示した図面（水消火設備（２号炉廻り）） 別紙 1 

工事計画抜粋 

変 更 前 変 更 後 

NO.＊3 

名 称 

最高使用 

圧 力 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

(℃) 

外 径 

 

(mm) 

厚 さ 

 

(mm) 

材 料 名 称 

最高使用 

圧 力 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

(℃) 

外 径＊1 

 

(mm) 

厚 さ＊1 

 

(mm) 

材 料 

― 
消
火
系 

補助消火水槽 

～ 

補助消火ポンプ 静水頭 66 

165.2 7.1 STPG370 1 

139.8 6.6 STPG370 2 

補助消火ポンプ 

～ 

原子炉建物内第１分

岐点 

1.20 66 
139.8 6.6 STPG370 3 

165.2 7.1 STPG370 4 

原子炉建物内循環ラ

イン 
1.20 66 

165.2 7.1 STPG370 5 

165.2＊2 7.1＊2 STPG38＊2 6 

廃棄物処理建物供給

ライン分岐点 

～ 

廃棄物処理建物内第

１分岐点 

1.20 66 

165.2＊2 7.1＊2 STPG38＊2 7 

165.2 7.1 STPG370 8 
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変 更 前 変 更 後 

NO.＊3 

名 称 

最高使用 

圧 力 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

(℃) 

外 径 

 

(mm) 

厚 さ 

 

(mm) 

材 料 名 称 

最高使用 

圧 力 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

(℃) 

外 径＊1 

 

(mm) 

厚 さ＊1 

 

(mm) 

材 料 

― 
消
火
系 

廃棄物処理建物内第
１分岐点      
～ 

廃棄物処理建物南側

エリア供給ライン分

岐点 

1.20 66 

165.2 7.1 STPG370 9 

165.2 7.1 STPT410 10 

タービン建物供給ラ

イン分岐点 

～ 

タービン建物内第１

分岐点 

1.20 66 165.2＊2 7.1＊2 STPG38＊2 11 

タービン建物内第１

分岐点 

～ 

タービン建物北東側

エリア供給ライン分

岐点 

1.20 66 

165.2＊2 7.1＊2 STPG38＊2 12 

165.2 7.1 STPG370 13 

89.1＊2 5.5＊2 STPG38＊2 14 

89.1 5.5 STPG370 15 
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変 更 前 変 更 後 

NO.＊3 

名 称 

最高使用 

圧 力 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

(℃) 

外 径 

 

(mm) 

厚 さ 

 

(mm) 

材 料 名 称 

最高使用 

圧 力 

(MPa) 

最高使用 

温 度 

(℃) 

外 径＊1 

 

(mm) 

厚 さ＊1 

 

(mm) 

材 料 

― 
消
火
系 

制御室建物供給ライ

ン分岐点 

～ 

制御室建物内第１弁 

1.20 66 
89.1 5.5 STPG370 16 

89.1＊2 5.5＊2 STPG38＊2 17 

ディーゼル発電機燃

料貯蔵タンクエリア

及びタービン建物屋

内消火栓供給ライン

分岐点 

～ 

ディーゼル発電機燃

料貯蔵タンクエリア

供給ライン分岐点 

1.20 66 89.1 5.5 STPG370 18 

注記＊1：公称値を示す。 

   ＊2：本設備は既存の設備である。 

＊3：消火設備に係る主配管の配置を明示した図面（水消火設備（２号炉廻り））に記載の四角内番号を示す。 

 



1 

第 9-3-2-1-1-2-1～9 図 消火設備に係る主配管の配置を明示した図面（水消火設備（２号炉廻り）） 

別紙 2 

工事計画記載の公称値の許容範囲 
［水消火設備（２号炉廻り）の主配管］ 

管ＮＯ.1＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 165.2 ±1.6mm ＪＩＳ Ｇ ３４５４による材料公差 

厚さ 7.1 
＋30.5％ 

－12.5％ 

【プラス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

【マイナス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５４による材料公差 

 

管ＮＯ.4＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 139.8 ±1％ ＪＩＳ Ｇ ３４５４による材料公差 

厚さ 6.6 
＋30.5％ 

－12.5％ 

【プラス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

【マイナス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５４による材料公差 

 
管ＮＯ.5＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 139.8 ±1％ ＪＩＳ Ｇ ３４５４による材料公差 

厚さ 6.6 
＋30.5％ 

－12.5％ 

【プラス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

【マイナス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５４による材料公差 
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工事計画記載の公称値の許容範囲（続き） 
［水消火設備（２号炉廻り）の主配管（続き）］ 

管ＮＯ.8＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 165.2 ±1.6mm ＪＩＳ Ｇ ３４５４による材料公差 

厚さ 7.1 
＋30.5％ 

－12.5％ 

【プラス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

【マイナス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５４による材料公差 

 

管ＮＯ.9＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 165.2 ±1.6mm ＪＩＳ Ｇ ３４５４による材料公差 

厚さ 7.1 
＋30.5％ 

－12.5％ 

【プラス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

【マイナス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５４による材料公差 

 

管ＮＯ.11＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 165.2 ±1.6mm ＪＩＳ Ｇ ３４５６による材料公差 

厚さ 7.1 
＋28％ 

－12.5％ 

【プラス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

【マイナス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５６による材料公差 
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工事計画記載の公称値の許容範囲（続き） 
［水消火設備（２号炉廻り）の主配管（続き）］ 

管ＮＯ.14＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 89.1 ±1％ ＪＩＳ Ｇ ３４５４による材料公差 

厚さ 5.5 
＋30.5％ 

－12.5％ 

【プラス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

【マイナス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５４による材料公差 

 

管ＮＯ.15＊ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

外径 89.1 ±1％ ＪＩＳ Ｇ ３４５４による材料公差 

厚さ 5.5 
＋30.5％ 

－12.5％ 

【プラス側公差】 

製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

【マイナス側公差】 

ＪＩＳ Ｇ ３４５４による材料公差 

注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 

注記＊：管の強度計算書のＮＯ.を示す。 
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A-補助消火ポンプ

150A

125A

補助消火ポンプ格納槽

原子炉建物

B-補助消火ポンプ

125A

15
0A

15
0A

1
50

A

1
50

A

125A

125A

D

t

M

165.2 

7.1

STPG370

D

t

M

165.2 

7.1

STPG370

D

t

M

76.3

5.2

STPG370

D

t

M

114.3

6.0

STPG370

D

t

M

165.2

7.1

STPG370

100A

D

t

M

114.3

6.0

STPG370
D

t

M

76.3

5.2

STPG370

2711FP
NS2FP-PA01

中 国 電 力 株 式 会 社

島 根 原 子 力 発 電 所 第 ２ 号 機

工事計画認可申請

名

称

第9-3-2-1-1-3-1図

NS2FP-PA01

消火設備系統図

（水消火設備（２号炉廻り））（その1）

P P P

PP P

RO

100A

150A

F

F

連結送水口

消火設備系統図

（水消火設備（２号炉廻り））（その2）へ

RO

10
0A

1
00

A

6
5A

65
A

150A

外径　　ｍｍ

1.枝管仕様表説明

厚さ　　ｍｍ

材料

D

t

M

150A

火災防護設備のうち消火系（水消火設備（２号炉廻り））（当該系統の申請範囲）

A-補助消火水槽

B-補助消火水槽

100A

屋外

補助消火ポンプ格納槽

RO

RO

71516988
長方形



消火設備系統図

（水消火設備（２号炉廻り））（その1）より

消火設備系統図

（水消火設備（２号炉廻り））（その3）へ

消火設備系統図

（水消火設備（２号炉廻り））（その3）より

D

t

M

原
子

炉
建

物
屋

内
消
火

栓
へ

5
0A

原
子

炉
建

物
屋

内
消
火

栓
へ

5
0A

D

t

M

原
子

炉
建

物
屋

内
消
火

栓
へ

65
A

原
子

炉
建

物
屋

内
消
火

栓
へ

5
0A

原
子

炉
建

物
屋

内
消
火

栓
へ

1
00

A
タービン建物

原子炉建物

150A

150A

150A

原
子
炉

建
物

屋
内

消
火

栓
へ

D

t

M

原
子
炉

建
物

屋
内

消
火

栓
へ

D

t

M

10
0A

50
A

原
子
炉

建
物

屋
内

消
火

栓
へ

6
5A

原
子
炉

建
物

屋
内

消
火

栓
へ

原
子
炉

建
物

屋
内

消
火

栓
へ

原子炉建物内第1分岐点

D

t

M

D

t

M

D

t

M

タービン建物供給ライン分岐点

D

t

M

5
0A

150A 100A

D

t

M

原
子
炉

建
物
屋

内
消

火
栓

へ
50

A

原
子
炉

建
物
屋

内
消

火
栓

へ
50

A

D

t

M

原子炉建物屋外

原子炉建物内循環ライン

D

t

M

10
0
A

格納槽エリア屋外消火栓へ

150A

消火設備系統図

（水消火設備（２号炉廻り））（その4）へ

原子炉建物屋外

1Y15FP
NS2FP-PA02

中 国 電 力 株 式 会 社

島 根 原 子 力 発 電 所 第 ２ 号 機

工事計画認可申請

名

称

第9-3-2-1-1-3-2図

NS2FP-PA02

消火設備系統図

（水消火設備（２号炉廻り））（その2）

165.2

7.1

STPG38

114.3

6.0

STPG38

60.5

3.9

STPG38

76.3

5.2

STPG370

114.3

6.0

STPG370

76.3

5.2

STPG370

60.5

3.9

STPG370

60.5

3.9

STPG38

60.5

3.9

STPG38

60.5

3.9

STPG38

114.3

6.0

STPG370

D

t

M

D

t

M

114.3

6.0

STPG370

60.5

5.2

STPG38

D

t

M

60.5

3.9

STPG38

外径　　ｍｍ

1.枝管仕様表説明

厚さ　　ｍｍ

材料

D

t

M
火災防護設備のうち消火系（水消火設備（２号炉廻り））（当該系統の申請範囲）

D

t

M

60.5

3.9

STPG370

D

t

M

60.5

3.9

STPG370

50A

150A

原子炉建物西側エリア屋外消火栓へ

183673
長方形



廃棄物処理建物供給ライン分岐点

消火設備系統図

（水消火設備（２号炉廻り））（その2）より

消火設備系統図

（水消火設備（２号炉廻り））（その2）へ

原
子

炉
建

物
屋

内
消

火
栓

へ

原
子

炉
建

物
屋

内
消

火
栓

へ
D

t

M

10
0A

150A

150A

150A

8
0A

8
0A

原
子

炉
建

物
屋

内
消

火
栓

へ
50
A

原
子

炉
建

物
屋

内
消

火
栓

へ
50
A

原
子

炉
建

物
屋

内
消

火
栓

へ
6
5A

原
子

炉
建

物
屋

内
消

火
栓

へ
10

0A

D

t

M

原
子

炉
建

物
屋

内
消

火
栓

へ
6
5A

D

t

M

原
子

炉
建

物
屋

内
消

火
栓

へ
6
5A

D

t

M

原
子

炉
建

物
屋

内
消

火
栓

へ

D

t

M

10
0
A

屋外原子炉建物

格納槽エリア屋外消火栓へ

D

t

M

D

t

M

D

t

M

D

t

M

D

t

M

廃棄物処理建物屋内消火栓へ

廃棄物処理建物南側エリア屋外消火栓へ

屋外廃棄物処理建物

廃棄物処理建物原子炉建物

廃棄物処理建物内第1分岐点

廃棄物処理建物南側エリア
供給ライン分岐点

10
0
A

2711FP
NS2FP-PA03

中 国 電 力 株 式 会 社

島 根 原 子 力 発 電 所 第 ２ 号 機

工事計画認可申請

名

称

第9-3-2-1-1-3-3図

NS2FP-PA03

消火設備系統図

（水消火設備（２号炉廻り））（その3）

76.3

5.2

STPG370

76.3

5.2

STPG38

114.3

6.0

STPG370

76.3

5.2

STPG370

60.5

3.9

STPG38

60.5

3.9

STPG38

114.3

6.0

STPG38

89.1

5.5

STPG370

89.1

5.5

STPG38

114.3

6.0

STPG370

D

t

M

165.2

7.1

STPG370

D

t

M

114.3

6.0

STPT410

D

t

M

165.2

7.1

STPT410

150A

外径　　ｍｍ

1.枝管仕様表説明

厚さ　　ｍｍ

材料

D

t

M

火災防護設備のうち消火系（水消火設備（２号炉廻り））（当該系統の申請範囲）

ろ過水

原子炉建物内循環ライン原子炉建物内循環ライン原子炉建物内循環ライン原子炉建物内循環ライン

71516988
長方形



消火設備系統図

（水消火設備（２号炉廻り））（その2）より

タービン建物屋内消火栓へ
50A

D

t

M

タービン建物屋内消火栓へ
50A

D

t

M

タービン建物屋内消火栓へ
50A

150A

タ
ー
ビ

ン
建

物
屋

内
消

火
栓

へ

D

t

M

8
0A

タ
ー
ビ

ン
建
物

屋
内

消
火

栓
へ

D

t

M

タ
ー
ビ

ン
建
物

屋
内

消
火

栓
へ

D

t

M

10
0A

タ
ー
ビ

ン
建
物

屋
内

消
火

栓
へ

D

t

M

6
5A

タ
ー
ビ

ン
建
物

屋
内

消
火

栓
へ

D

t

M

50
A

タ
ー

ビ
ン

建
物

屋
内
消

火
栓

へ
80

A
ディーゼル発電機燃料タンクエリア

屋外消火栓へ

タ
ー

ビ
ン

建
物

屋
内

消
火

栓
へ

D

t

M

80
A

D

t

M

80A

消火設備系統図

（水消火設備（２号炉廻り））（その5）へ

タービン建物内第1分岐点

ディーゼル発電機燃料貯蔵タンクエリア
供給ライン分岐点

ディーゼル発電機燃料貯蔵
タンクエリア及びタービン建物

タ
ー
ビ

ン
建
物

屋
内

消
火

栓
へ

D

t

M

50
A

タ
ー
ビ

ン
建
物

屋
内

消
火

栓
へ

6
5A

タ
ー
ビ

ン
建
物

屋
内

消
火

栓
へ

6
5A

海
水
ポ

ン
プ

エ
リ

ア
屋

外
消

火
栓

へ

屋外

タービン建物

D

t

M

D

t

M屋内消火栓供給ライン分岐点

タービン建物屋外

1405FP
NS2FP-PA04

中 国 電 力 株 式 会 社

島 根 原 子 力 発 電 所 第 ２ 号 機

工事計画認可申請

名

称

第9-3-2-1-1-3-4図

NS2FP-PA04

消火設備系統図

（水消火設備（２号炉廻り））（その4）

76.3

5.2

STPG370

76.3

5.2

STPG38

60.5

3.9

STPG38

89.1

5.5

STPG38

60.5

3.9

STPG370

76.3

5.2

STPG370

114.3

6.0

STPG370

165.2

7.1

STPG370

60.5

3.9

STPG38

60.5

3.9

STPG370

60.5

3.9

STPG38

89.1

5.5

STPG38

D

t

M

89.1

5.5

STPG370

D

t

M STPG370

D

t

M

89.1

5.5

STPG370

外径　　ｍｍ

1.枝管仕様表説明

厚さ　　ｍｍ

材料

D

t

M

火災防護設備のうち消火系（水消火設備（２号炉廻り））（当該系統の申請範囲）

80
A

89.1

5.5

150A



タ
ー

ビ
ン

建
物

屋
内
消

火
栓

へ

D

t

M

50
A

タ
ー

ビ
ン

建
物

屋
内
消

火
栓

へ

D

t

M

10
0A

タ
ー

ビ
ン

建
物

屋
内

消
火

栓
へ

50
A

D

t

M

タ
ー

ビ
ン

建
物

屋
内

消
火

栓
へ

D

t

M50
A

タ
ー

ビ
ン

建
物

屋
内
消

火
栓

へ
50

A D

t

M

消火設備系統図

（水消火設備（２号炉廻り））（その4）より

D

t

M

タ
ー
ビ

ン
建

物
屋

内
消

火
栓

へ

D

t

M

8
0A

制御室建物屋内消火栓へ

タービン建物北東側エリア屋外消火栓へ

150A

80A

タービン建物北東側エリア供給ライン分岐点

制御室建物供給ライン分岐点

80A

タ
ー
ビ

ン
建

物
屋

内
消

火
栓

へ
8
0A

タ
ー
ビ

ン
建
物

屋
内

消
火

栓
へ

50
A D

t

M

D

t

M

制御室建物タービン建物

タ
ー
ビ

ン
建
物

屋
内

消
火

栓
へ

タ
ー

ビ
ン

建
物

屋
内

消
火

栓
へ

屋外タービン建物

1Y04FP
NS2FP-PA05

中 国 電 力 株 式 会 社

島 根 原 子 力 発 電 所 第 ２ 号 機

工事計画認可申請

名

称

第9-3-2-1-1-3-5図

NS2FP-PA05

消火設備系統図

（水消火設備（２号炉廻り））（その5）

60.5

3.9

STPG370

114.3

6.0

STPG370

60.5

3.9

STPG370

60.5

3.9

STPG38

60.5

3.9

STPG370

60.5

3.9

STPG370

89.1

5.5

STPG370

60.5

3.9

STPG38

89.1

5.5

STPG370

8
0A D

t

M

89.1

5.5

STPG370

D

t

M

89.1

5.5

STPG370

D

t

M

89.1

5.5

STPG370

D

t

M

165.2

7.1

STPG38

80A

外径　　ｍｍ

1.枝管仕様表説明

厚さ　　ｍｍ

材料

D

t

M

火災防護設備のうち消火系（水消火設備（２号炉廻り））（当該系統の申請範囲）

ろ過水

タ
ー
ビ

ン
建
物

屋
内

消
火

栓
へ

50A

150A

15
0
A

10
0
A

D

t

M

114.3

6.0

STPG370

制御室建物内第1弁

採
水
口

へ

D

t

M

10
0
A

114.3

6.0

STPG38



注２：特記なき寸法は公称値を示す。

中　国　電　力　株　式　会　社

FP

工事計画認可申請

名

称
補助消火ポンプ構造図

注１：寸法はmmを示す。

島 根 原 子 力 発 電 所 第 ２ 号 機

第9-3-2-1-1-4-1図

ケーシング １ FC200

NS2FP-KA01
NS2FP-KA01

1X01

１

部　品　表

材　料個　数品　名番　号

（横）868

（吸込口径）125

原動機

吸込

（たて）330

①

（
高
さ
）
73
0

吐
出

（吐出口径）125

ポンプ



 1 

 

第 9-3-2-1-1-4-1 図 補助消火ポンプ構造図 別紙 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

［補助消火ポンプ］ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根 拠 

吸込口径 125 ±4 ㎜ 製造能力，製造実績を考慮したメーカ基準 

吐出口径 125 ±4 ㎜ 同上 

たて 330 ±3 ㎜ 同上 

横 868 ±7 ㎜ 同上 

高さ 730 ±4 ㎜ 同上 

注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 
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名
称

注1：寸法はmmを示す。
注2：特記なき寸法は公称値を示す。

工事計画認可申請 第9-3-2-1-1-4-2図

島根原子力発電所　第２号機

補助消火水槽構造図

中　国　電　力　株　式　会　社

(
た

て
)
48
0
0

(横)4050 (
側

壁
厚

さ
)1

5
00

(側壁厚さ)1500(側壁厚さ)1500

(
深

さ
)
13
5
00

(
底

部
厚

さ
)2
0
00

Ａ Ａ

Ａ～Ａ断面図

(
側

壁
厚

さ
)1
5
00

Ｂ

Ｂ～Ｂ断面図

Ｂ

(横)4050 (側壁厚さ)1500(側壁厚さ)1500

(
深

さ
)
13
5
00

(
底

部
厚

さ
)2
0
00

(たて)4800 (側壁厚さ)1500(側壁厚さ)1500

A-補助消火

水槽

B-補助消火

水槽

A-補助消火

水槽
B-補助消火

水槽

A-補助消火

水槽

補助消火ポンプ室

補助消火

ポンプ室
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E 

第 9-3-2-1-1-4-2 図 補助消火水槽構造図 別紙 

工事計画記載の公称値の許容範囲 

 

［補助消火水槽］ 

主要寸法 

(mm) 
許容範囲 根   拠 

たて 4800 
＋15mm 

－5mm 
ＪＡＳＳ ５Ｎ 

横 4050 
＋15mm 

－5mm 
同上 

深さ 13500 
＋30mm 

－30mm 
同上 

側壁厚さ 1500 
＋15mm 

－5mm 
同上 

底部厚さ 2000 
＋規定しない 

－5mm 
同上 

注：主要寸法は，工事計画記載の公称値 




